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中間事業報告
自　平 成 27 年 4 月 1 日

至　平 成 27 年 9 月 30 日



株主の皆様へ

株主の皆様には、ますますご清祥のこととお慶び申しあげます。

平素は格別のご支援を賜り厚く御礼申しあげます。

さて、このたび第85期の第 2四半期決算（平成27年 4 月 1 日から

平成27年 9 月30日まで）を行いましたので、ここにその事業の

概況についてご報告申しあげます。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援を賜りま

すようお願い申しあげます。

　　平 成 27 年 12 月

代表取締役社長
銭　高　善　雄
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営　業　の　概　況

　当第 ２ 四半期連結累計期間における世界経済は、中東問題等の地政学的リスク、
中国経済や新興国の経済成長の減速等による影響が懸念され、先行き不透明な状況
で推移いたしました。一方、わが国の経済は緩やかな回復基調にあり、建設市場に
おきましては、依然として建設技能労働者の不足等の問題は残るものの、堅調な企
業収益を背景に民間設備投資は底堅く推移いたしました。
　このような状況のもと、当第２四半期連結累計期間の業績は次のとおりとなりま
した。
　売上高につきましては、建設事業57,202百万円に不動産事業1,381百万円を加えた
58,583百万円（前年同四半期比23.1%増）となりました。利益面につきましては、
営業利益は2,085百万円（前年同四半期比494.0%増）、経常利益は2,129百万円（前
年同四半期比209.4%増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,191百万円（前年
同四半期比54.0%減）となりました。
　なお、建設事業につきましては、工事の完成引渡し時期が第 ４ 四半期連結会計期
間に集中する傾向があるため、第 ４四半期連結会計期間の工事進捗率が高くなるこ
とにより、売上高は通期の業績に対し第 ２四半期連結累計期間の割合が低くなる季
節的変動があります。

資産、負債および純資産の状況

　当第 ２四半期連結会計期間末における資産の部は、前連結会計年度末比6,463百万
円減（4.4%減）の140,398百万円となりました。
　その内訳としましては、流動資産は、前連結会計年度末比4,779百万円減（5.6%減）
の80,201百万円、固定資産は、前連結会計年度末比1,684百万円減（2.7%減）の
60,197百万円となりました。
　負債の部は、前連結会計年度末比6,265百万円減（6.6%減）の88,590百万円とな
りました。
　その内訳としましては、流動負債は、前連結会計年度末比1,910百万円減（2.9%減）
の64,537百万円、固定負債は、前連結会計年度末比4,354百万円減（15.3%減）の
24,052百万円となりました。
　純資産の部は、前連結会計年度末比197百万円減（0.4%減）の51,808百万円とな
りました。
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キャッシュ・フローの状況

　当第 ２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計
年度末比282百万円増の28,491百万円となりました。
　当第 ２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、7,566
百万円の収入超過、投資活動によるキャッシュ・フローは、574百万円の支出超過、
財務活動によるキャッシュ・フローは、6,610百万円の支出超過となりました。
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四半期連結貸借対照表
四半期連結財務諸表

（単位：百万円）
当第 2 四半期連結会計期間

（平成27年 9 月30日）
前連結会計年度

（平成27年 3 月31日）
資産の部
 流動資産
  現金預金
  受取手形・完成工事未収入金等
  未成工事支出金
  販売用不動産
  その他
  貸倒引当金
  流動資産合計
 固定資産
  有形固定資産
   土地
   その他（純額）
   有形固定資産合計
  無形固定資産
  投資その他の資産
   投資有価証券
   その他
   貸倒引当金
   投資その他の資産合計
  固定資産合計
 資産合計

28,209
45,745
2,317

444
8,276
△13

84,980

12,194
3,883

16,077
21

45,133
2,162

△1,513
45,782
61,881

146,862

28,491
40,510
3,146

152
7,913
△13

80,201

12,194
3,845

16,039
18

43,508
2,150

△1,519
44,139
60,197

140,398
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（単位：百万円）

37,350
11,378
1,500
2,828
7,534

207
365
872

4,411
66,448

13,700
9,364

212
3,204
1,926

28,407
94,855

3,695
522

27,378
△407

31,188

20,753
64

20,817
52,006

146,862

33,641
9,786

―
597

15,428
234
363

1,236
3,250

64,537

10,200
8,670

208
3,017
1,955

24,052
88,590

3,695
522

28,569
△407

32,379

19,344
84

19,428
51,808

140,398

当第 2 四半期連結会計期間
（平成27年 9 月30日）

前連結会計年度
（平成27年 3 月31日）

負債の部
 流動負債
  支払手形・工事未払金等
  短期借入金
  １年内償還予定の社債
  未払法人税等
  未成工事受入金
  完成工事補償引当金
  賞与引当金
  工事損失引当金
  その他
  流動負債合計
 固定負債
  長期借入金
  繰延税金負債
  役員退職慰労引当金
  退職給付に係る負債
  その他
  固定負債合計
 負債合計
純資産の部
 株主資本
  資本金
  資本剰余金
  利益剰余金
  自己株式
  株主資本合計
 その他の包括利益累計額
  その他有価証券評価差額金
  為替換算調整勘定
  その他の包括利益累計額合計
 純資産合計
負債純資産合計
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四半期連結損益計算書

（ ）（ ）
（単位：百万円）

当第 2 四半期連結累計期間
自　平成27年 4 月 1 日
至　平成27年 9 月30日

57,202
1,381

58,583

53,239
637

53,876

3,962
743

4,706
2,621
2,085

21
392
―
62

475

245
159
27

432
2,129

―
―

46
46

2,083
905

△13
892

1,191
―

1,191

前第 2 四半期連結累計期間
自　平成26年 4 月 1 日
至　平成26年 9 月30日

46,688
910

47,598

44,476
291

44,767

2,212
618

2,831
2,480

351

22
498
153
77

752

358
―
56

415
688

2,398
2,398

―
―

3,086
497
△2
494

2,591
―

2,591

売上高
　完成工事高
　不動産事業等売上高
　売上高合計
売上原価
　完成工事原価
　不動産事業等売上原価
　売上原価合計
売上総利益
　完成工事総利益
　不動産事業等総利益
　売上総利益合計
販売費及び一般管理費
営業利益
営業外収益
　受取利息
　受取配当金
　為替差益
　その他
　営業外収益合計
営業外費用
　支払利息
　為替差損
　その他
　営業外費用合計
経常利益
特別利益
　投資有価証券売却益
　特別利益合計
特別損失
　投資有価証券評価損
　特別損失合計
税金等調整前四半期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
法人税等合計
四半期純利益
非支配株主に帰属する四半期純利益
親会社株主に帰属する四半期純利益
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四半期連結包括利益計算書

（ ）（ ）
（単位：百万円）

当第 2 四半期連結累計期間
自　平成27年 4 月 1 日
至　平成27年 9 月30日

1,191

△1,409
20

△1,388
△197

△197
―

前第 2 四半期連結累計期間
自　平成26年 4 月 1 日
至　平成26年 9 月30日

2,591

2,584
△43

2,540
5,132

5,132
―

四半期純利益
その他の包括利益
　その他有価証券評価差額金
　為替換算調整勘定
　その他の包括利益合計
四半期包括利益
（内訳）
　親会社株主に係る四半期包括利益
　非支配株主に係る四半期包括利益
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四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（ ）（ ）
（単位：百万円）

当第 2 四半期連結累計期間
自　平成27年 4 月 1 日
至　平成27年 9 月30日

前第 2 四半期連結累計期間
自　平成26年 4 月 1 日
至　平成26年 9 月30日

3,086
138
△1

△530
△136
△520

358
△2,398

―
21,532

△2,097
―

△13,919
4,758
1,735

12,006
511

△372
△243

11,902

△47
△42

2,425
2

38
2,376

△1,779
2,300

△1,701
―

△0
△17

△1,197
100

13,181
18,889
32,070

2,083
151

6
364

△186
△413

245
―
46

5,235
△828

292
△3,708

7,894
△646

10,535
389

△221
△3,136

7,566

△90
△513

―
20
10

△574

△4,891
―

△201
△1,500

△0
△17

△6,610
△99
282

28,209
28,491

営業活動によるキャッシュ・フロー
　税金等調整前四半期純利益
　減価償却費
　貸倒引当金の増減額（△は減少）
　工事損失引当金の増減額（△は減少）
　退職給付に係る負債の増減額（△は減少）
　受取利息及び受取配当金
　支払利息
　投資有価証券売却損益（△は益）
　投資有価証券評価損益（△は益）
　売上債権の増減額（△は増加）
　未成工事支出金の増減額（△は増加）
　販売用不動産の増減額（△は増加）
　仕入債務の増減額（△は減少）
　未成工事受入金の増減額（△は減少）
　その他
　小計
　利息及び配当金の受取額
　利息の支払額
　法人税等の支払額
　営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
　有形固定資産の取得による支出
　投資有価証券の取得による支出
　投資有価証券の売却による収入
　貸付金の回収による収入
　その他
　投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入金の純増減額（△は減少）
　長期借入れによる収入
　長期借入金の返済による支出
　社債の償還による支出
　自己株式の取得による支出
　その他
　財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物に係る換算差額
現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
現金及び現金同等物の期首残高
現金及び現金同等物の四半期末残高
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連結注記表

₁．当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

　該当事項はありません。

₂．四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

　該当事項はありません。

₃．会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　会計方針の変更
（企業結合に関する会計基準の適用）
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年 ９ 月13日）、「連結財務諸表に
関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年 ９ 月13日）および「事業分離等に関する会計
基準」（企業会計基準第 ７号　平成25年 ９ 月13日）等を第１四半期連結会計期間から適用し、四
半期純利益等の表示の変更および少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行ってお
ります。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間および前連結会計年度
については、四半期連結財務諸表および連結財務諸表の組替えを行っております。

₄．継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

₅．株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　該当事項はありません。

₆．記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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「参考資料」
　四半期個別受注の概況
　　個別受注実績

　（注）①受注高は、当該四半期までの累計額
　　　　②パーセント表示は、前年同四半期比増減率

以　上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

ご　　　 注　　　 意
中間配当制度を採用しておりませんので中間配当金はございません。念のため申し添えます。

受　　注　　高

百万円 ％

平成28年３月期第 2四半期

平成27年３月期第 2四半期

54,123

61,431

△11.9

12.4

平成27年 3 月期
第 2四半期

平成28年 3 月期
第 2四半期

比較増減

金額
（百万円）

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

増減率
（％）

官公庁

民間

計

官公庁

民間

計

官公庁

民間

計

7,716

23,121

30,837

25,836

4,758

30,594

33,552

27,879

61,431

25.0

75.0

100.0

84.4

15.6

100.0

54.6

45.4

100.0

50.2

49.8

100.0

1,805

23,335

25,140

16,100

12,881

28,982

17,906

36,217

54,123

7.2

92.8

100.0

55.6

44.4

100.0

33.1

66.9

100.0

46.5

53.5

100.0

△5,911

214

△5,697

△9,735

8,123

△1,611

△15,646

8,337

△7,308

△76.6

0.9

△18.5

△37.7

170.7

△5.3

△46.6

29.9

△11.9

建

　
　設

　
　事

　
　業

区　　　分

建築

土木

合計
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会 社 の 概 要
創　　　　業　　1705年（寶永 2年）9月18日
創　　　　立　　1887年（明治20年）2月 1日
資　　本　　金　　3,695,790,772円
営 業 種 目　　1.　建設工事の請負、企画、設計および監理
　　　　　　　　2.　建設に関する開発事業ならびにこれに関する調査、企画、
　　　　　　　　　　設計および監理
　　　　　　　　3.　不動産取引業
　　　　　　　　4.　建設材料の加工および販売
　　　　　　　　5.　前各号に附帯する事業ならびにこれに関連する一切の業務
主要事業所
本　　　　店	 〒550-0005	大阪市西区西本町2丁目2番11号
	 	 ☎（06）6531−6 4 3 1
本　　　　社	 〒102-8678	東京都千代田区一番町 3 1番地
	 	 ☎（03）3265−4 6 1 1
大 阪 支 社	 〒550-0005	大阪市西区西本町2丁目2番11号
	 	 ☎（06）6531−6 4 3 1
東 京 支 社	 〒102-8678	東京都千代田区一番町 3 1番地
	 	 ☎（03）3265−4 6 1 1
北海道支店	 〒064-8628	札幌市中央区南6条西13丁目1番28号
	 	 ☎（011）532−7 5 1 1
東 北 支 店	 〒980-0811	仙台市青葉区一番町4丁目7番17号
	 	 ☎（022）261−3 4 3 1
北関東支店	 〒330-0061	さいたま市浦和区常盤1丁目2番21号
	 	 ☎（048）822−5 1 0 8
千 葉 支 店	 〒260-0834	千葉市中央区今井1丁目12番8号
	 	 ☎（043）263−8 1 8 1
横 浜 支 店	 〒231-0027	横 浜市中区扇町 3 丁目 8 番 8 号
	 	 ☎（045）201−9 1 7 1
北 陸 支 店	 〒951-8052	新潟市中央区下大川前通三ノ町2170番地
	 	 ☎（025）224−2 1 7 1
名古屋支店	 〒460-0002	名古屋市中区丸の内1丁目14番13号
	 	 ☎（052）231−7 6 3 1
神 戸 支 店	 〒650-0012	神戸市中央区北長狭通4丁目9番26号
	 	 ☎（078）391−5 5 7 1
広 島 支 店	 〒732-0828	広 島 市 南 区 京 橋 町 1 番 2 3 号
	 	 ☎（082）568−5 2 6 1
四 国 支 店	 〒760-0027	高 松 市 紺 屋 町 5 番 5 号
	 	 ☎（087）821−5 4 0 1
九 州 支 店	 〒812-0025	福 岡市博多区店屋町 2 番 1 6 号
	 	 ☎（092）291−3 9 3 9
国 際 支 店	 〒102-8678	東京都千代田区一番町 3 1番地
	 	 ☎（03）5210−2 3 4 9
　海外事業所　　マニラ、ミャンマー、ハノイ、ホーチミン、アフリカ、ジャカルタ
技術研究所	 〒102-8678	東京都千代田区一番町 3 1番地
	 	 ☎（03）5210−2 4 4 0
技術研究所（青梅）	〒198-0024	青 梅 市 新 町 9 丁 目 2 2 2 2 番 地
	 	 ☎（0428）31−6 8 5 8
インターネットホームページ　http://www.zenitaka.co.jp/
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株　主　メ　モ

事　業　年　度

4 月 1 日から翌年 3月31日まで

定時株主総会

6 月下旬

配当金受領株主確定日

3 月31日

公 告 の 方 法

大阪市において発行する日本経済新聞に掲載する。

株主名簿管理人・特別口座の口座管理機関

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

同　連　絡　先

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

〒541-8502 大阪市中央区伏見町三丁目 6番 3号

　　　　☎	0 1 2 0 − 0 9 4 − 7 7 7（通話料無料）

（ご注意）
　 1 . 	株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されて

いる口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券
会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱ＵＦＪ信託銀行）ではお取り扱いできま
せんのでご注意ください。

　 2 . 	特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行が口
座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱ＵＦＪ信託銀行）に
お問合せください。なお、三菱ＵＦＪ信託銀行全国本支店にてもお取次ぎいたします。

　 3 . 未受領の配当金につきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行全国本支店でお支払いいたします。




